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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期        5,400    10.4          93   117.3          85－

17年 3月期        4,893     0.0          43   △47.3         △52  △274.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期         △376 －         △10.25 －    △28.9     2.1     1.6

17年 3月期            0   △98.2          0.02－      0.0    △1.2    △1.1

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     36,705,910株 17年 3月期     36,712,095株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期 － － － － － －

17年 3月期 － － － － － －

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期        3,710       1,114     30.1          30.38

17年 3月期        4,324       1,487     34.4          40.53

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     36,704,376株 17年 3月期     36,707,698株
2.期末自己株式数 18年 3月期         28,825株         25,503株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        2,760          57          45－ － －

通 期        5,180          58          42－ － －

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           1円 14銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。
　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。



１．　貸　　借　　対　　照　　表

金額 金額

流　　動　　資　　産 1,291,192 34.8% 1,392,995 32.2% △ 101,802

現 金 及 び 預 金 135,102 154,195 △ 19,092

受 取 手 形 48,686 4,066 44,620

売 掛 金 654,936 663,355 △ 8,419

商 品 161,171 198,920 △ 37,748

製 品 120,123 157,827 △ 37,704

原 材 料 7,164 6,831 332

仕 掛 品 64,155 109,867 △ 45,712

貯 蔵 品 33,222 35,337 △ 2,114

繰 延 税 金 資 産 18,649 11,978 6,670

未 収 入 金 12,116 21,744 △ 9,627

そ の 他 37,563 30,570 6,993

貸 倒 引 当 金 △ 1,700 △ 1,700 -

固　　定　　資　　産 2,417,993 65.2% 2,929,905 67.8% △ 511,911

有　形　固　定　資　産 2,236,845 60.3% 2,689,979 62.2% △ 453,134

建 物 812,137 1,131,588 △ 319,450

構 築 物 118,016 182,554 △ 64,538

機 械 及 び 装 置 92,802 101,866 △ 9,064

車 両 運 搬 具 1,002 1,387 △ 384

工 具 器 具 備 品 14,373 17,677 △ 3,304

土 地 1,198,514 1,254,905 △ 56,390

無　形　固　定　資　産 5,917 0.2% 44,681 1.1% △ 38,764

借 地 権 - 36,000 △ 36,000

そ の 他 5,917 8,681 △ 2,764

投 資 そ の 他 の 資 産 175,230 4.7% 195,244 4.5% △ 20,013

投 資 有 価 証 券 42,418 28,333 14,084

関 係 会 社 株 式 66,278 66,278 -

出 資 金 350 350 -

長 期 貸 付 金 - 2,387 △ 2,387

従 業 員 長 期 貸 付 金 - 575 △ 575

差 入 保 証 金 24,324 25,446 △ 1,122

破産債権 ・更生債権等 24,773 22,362 2,411

会 員 権 32,800 32,800 -

長 期 未 収 入 金 62,122 63,692 △ 1,569

長 期 前 払 費 用 29,233 41,729 △ 12,495

繰 延 税 金 資 産 - 15,517 △ 15,517

貸 倒 引 当 金 △ 107,071 △ 104,229 △ 2,841

繰　　延　　資　　産 950 0.0% 1,900 0.0% △ 950

3,710,136 100.0% 4,324,800 100.0% △ 614,664

増　　　　　　　　　減

(単位：千円)

前　　　　期当　　　　期

資　産　合　計

科　　　　　目

(資　　産　　の　　部)

(平成17年3月31日現在)

構成比

(平成18年3月31日現在)

構成比
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金額 金額

流  動  負  債 1,079,630 29.1 % 1,118,476 25.9 % △ 38,846

支 払 手 形 481,765 402,352 79,412

買 掛 金 165,621 284,487 △ 118,865

短 期 借 入 金 20,000 - 20,000

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 152,636 152,636 -

未 払 金 140,065 176,368 △ 36,303

未 払 費 用 28,027 18,222 9,804

未 払 法 人 税 等 13,413 6,312 7,100

未 払 消 費 税 等 12,885 - 12,885

賞 与 引 当 金 28,060 21,000 7,060

そ の 他 37,156 57,098 △ 19,941

固  定  負  債 1,515,602 40.8 % 1,718,479 39.7 % △ 202,876

社 債 150,000 150,000 -

長 期 借 入 金 1,095,541 1,248,177 △ 152,636

繰 延 税 金 負 債 4,499 - 4,499

退 職 給 付 引 当 金 174,196 208,782 △ 34,585

長 期 預 り 保 証 金 89,926 107,920 △ 17,994

そ の 他 1,440 3,600 △ 2,160

2,595,233 69.9 % 2,836,956 65.6 % △ 241,722

1,836,660 49.5 % 1,836,660 42.5 % -

17,380 0.5 % 17,380 0.4 % -

△ 742,573 △ 20.0 % △ 366,491 △ 8.5 % △ 376,082

利 益 準 備 金 84,200 84,200 -

任 意 積 立 金 131,034 240,476 △ 109,442

当 期 未 処 理 損 失 957,808 691,168 △ 266,639

6,237 0.2 % 2,667 0.1 % 3,570

△ 2,801 △ 0.1 % △ 2,372 △ 0.1 % △ 429

1,114,903 30.1 % 1,487,844 34.4 % △ 372,941

3,710,136 100.0 % 4,324,800 100.0 % △ 614,664

(単位：千円)

前　　　　期
(平成17年3月31日現在)

構成比

増　　　　　　　　　減

当　　　　期

科　　　　　目

負  債  合  計

(平成18年3月31日現在)

構成比

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

負債及び資本合計

(負　　債　　の　　部)

(資　　本　　の　　部)

資  本  合  計

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金
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２．　損　　益　　計　　算　　書

金　　　額 金　　　額

5,400,426 100.0 % 4,893,565 100.0 % 506,860

3,951,705 73.2 % 3,451,962 70.5 % 499,742

1,448,720 26.8 % 1,441,603 29.5 % 7,117

1,354,989 25.1 % 1,398,477 28.6 % △ 43,487

93,731 1.7 % 43,125 0.9 % 50,605

54,622 1.0 % 9,023 0.2 % 45,599

32,359 5,700 26,658

22,263 3,322 18,940

62,703 1.2 % 104,688 2.2 % △ 41,984

28,302 31,461 △ 3,159

- 22,182 △ 22,182

11,393 36,654 △ 25,261

23,007 14,389 8,618

85,649 1.6 % △ 52,539 △ 1.1 % 138,188

1,623 0.0 % 154,146 3.1 % △ 152,523

- 61,127 △ 61,127

1,623 915 708

- 92,103 △ 92,103

430,698 8.0 % 86,004 1.7 % 344,693

- 29,284 △ 29,284

- 1,500 △ 1,500

4,054 12,700 △ 8,645

- 42,520 △ 42,520

423,444 - 423,444

3,200 - 3,200

△ 343,425 △ 6.4 % 15,602 0.3 % △ 359,027

21,730 0.4 % 14,631 0.3 % 7,099

10,926 0.2 % 379 0.0 % 10,546

△ 376,082 △ 7.0 % 591 0.0 % △ 376,673

581,725 691,759 △ 110,034

957,808 691,168 266,639

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

当　　　　　期

自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日

百分比

売 上 総 利 益

増　　　　　減

(単位：千円)

前　　　　　期

自　平成16年4月 1日
至　平成17年3月31日

当 期 未 処 理 損 失

当期純利益又は純損失（△）

売 上 高

営 業 外 収 益

税引前当期純利益又は純損失（△）

前 期 繰 越 損 失

法 人 税 等 調 整 額

先 物 為 替 予 約 評 価 損

雑 収 入

固 定 資 産 除 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

法人税 ､住民税及び事業税

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 金

減 損 損 失

営 業 利 益

百分比

科　　　　　目

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

雑 損 失

支 払 利 息

経常利益又は損失(△）

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

融 資 関 連 費 用

建 物 賃 貸 契 約 解 約 益
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３． 損   失   処   理   案

当 期 未 処 理 損 失 957,808 691,168 266,639

固定資産圧縮積立金取崩額 - 109,442 △ 109,442

合              計 957,808 581,725 376,082

次 期 繰 越 損 失 957,808 581,725 376,082

(単位：千円)

これを次のとおり処理いたします。

科　　　　　目 当　　　　　期 前　　　　　期 増　　　　　減
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４．会計方針の変更  

 
固定資産の減損に係る会計基準 

当会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6 号）を

適用しております。これにより税引前当期純損失は 398,034 千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接

控除しております。 

 

５．注 記 事 項  
 

Ⅰ．重要な会計方針  
 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法  

    関係会社株式･････････移動平均法による原価法  

    その他有価証券  

     時価のあるもの･････決算日の市場価格等に基づく時価法  

 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定) 

     時価のないもの･････移動平均法による原価法  

２．デ リ バ テ ィ ブ 等 の 評価基準及び評価方法      時価法  

 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

    商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品       移動平均法による原価法  

 ４．固定資産の減価償却の方法  

      食品工場、養魚場、ﾎﾃﾙ･ﾚｽﾄﾗﾝ事業用及び 

賃貸事業用の不動産の有形固定資産                 定額法  
    上記以外の有形固定資産                      定率法  

        無形固定資産                               定額法  

長期前払費用                   定額法  

５．繰延資産の処理方法    

   社債発行費             商法施行規則に定める最長期間(3 年)で均等償却  

 ６．引当金の計上基準  

    貸倒引当金･･･････････債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

    賞与引当金･･･････････従業員に対して支給する賞与に充てるため、当期に負担すべき支給

見込額を計上しております。  

    退職給付引当金･･･････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込

額及び年金資産残高に基づき計上しております。      

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準  

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。  

 ８．リース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

  ９．ヘッジ会計の方法    繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を適用しております。  

１０．消費税等の処理方法   税抜方式によっております。  
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Ⅱ．貸借対照表の注記                         

１．担保提供資産  当    期  前    期  

財団を組成して担保に供している資産 

建物・構築物 ５０３，６９２千円 ５９６，７０２千円

機械装置 ９２，７６３千円 １０１，７３７千円

土地 ４８４，８３１千円 ５４１，２２２千円

無形固定資産（借地権） ―千円 ３６，０００千円

 計  １，０８１，２８７千円 １，２７５，６６３千円

その他担保に供している資産 

建物・構築物 ４０５，１０４千円 ６８６，５０５千円

土地 ６５９，４６３千円 ６５９，４６３千円

 計  １，０６４，５６８千円 １，３４５，９６９千円

担保対応債務 

短期借入金 ２０，０００千円 ―千円

長期借入金(1 年以内返済予定を含む) ６５２，７２０千円 ７３３，８４０千円

上記以外の担保提供資産  

土地 （主要株主中本商事㈱の銀行借入担保として） ３５，６７１千円 ３５，６７１千円

２．有形固定資産の減価償却累計額  ２，５３５，３７２千円 ２，４９４，５６８千円

３．受取手形割引高  ２１５，９２６千円 ２４８，１９４千円

４．受取手形裏書譲渡高 １，９２０千円 ３，６００千円

５ ． 授 権 株 式 数 等  

会 社 が 発 行 す る 株 式 の 総 数  普 通 株 式  ７２，０００千株 ７２，０００千株

発 行 済 株 式 の 総 数      普 通 株 式  ３６，７３３千株 ３６，７３３千株

６ ． 保 有 自 己 株 式 数      普 通 株 式  ２８千株 ２５千株

７ ． 関 係 会 社 に 係 る 注 記  

区 分 掲 記 さ れ た も の 以 外 で 各 科 目 に 含

ま れ て い る 関 係 会 社 に 対 す る も の  

売 掛 金  ８，０７９千円 ４１，５６８千円

未 収 入 金  ６，９２２千円 ７，２１２千円

買 掛 金  １０，２０１千円 ９，９９５千円

支 払 手 形  ５５，０９３千円 ６５，６４３千円

未 払 金  ２２，９１２千円 １９，４０８千円

８ ． 配 当 制 限  

商 法 施 行 規 則 第 1 2 4 条 第 3 項 に 規 定

す る 資 産 に 時 価 を 付 し た こ と に よ り

増 加 し た 純 資 産 額  １２，８５９千円 ２，６６７千円

９ ． 資 本 の 欠 損 の 額  ８２９，５７５千円 ４５３，０６３千円

 

1 0 .  財 務 制 限 条 項  
(当  期) 
当期末（平成 18 年 3 月末現在）の借入金のうち、長期借入金 1,048,800 千円（1 年以内返済予定長期借

入金 100,800 千円を含む）には、以下の内容の財務制限条項が付されております。 

①  連結及び単体の各決算期末（中間決算を除く）における経常損益をいずれも２期連続で損失としないこ

と。 

②  連結及び単体の各決算期末（中間決算を除く）における自己資本を、直近決算期末の自己資本の 70％以

上に維持すること。 

③  単体の各決算期末（中間決算を除く）における有利子負債の合計金額が、営業損益、受取利息、受取配

当金及び減価償却費を加算した金額を 10 倍した金額を２期連続で上回らないこと。 

 

(前  期) 
前期末（平成 17 年 3 月末現在）の借入金のうち、長期借入金 1,149,600 千円（1 年以内返済予定長期借

入金 100,800 千円を含む）には、以下の内容の財務制限条項が付されております。 

①  連結及び単体の各決算期末（中間決算を除く）における経常損益をいずれも２期連続で損失としないこ

と。 

②  連結及び単体の各決算期末（中間決算を除く）における自己資本を、直近決算期末の自己資本の 70％以

上に維持すること。 
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③ 単体の各決算期末（中間決算を除く）における有利子負債の合計金額が、営業損益、受取利息、受取配

当金及び減価償却費を加算した金額を 10 倍した金額を２期連続で上回らないこと 

 

1 1 .  保 証 債 務  
従業員の金融機関からの借入金に対する保証 1,939 千円を行っております。 

 

Ⅲ．損益計算書の注記 

当    期  前    期  

１．関係会社に係る注記 

受取配当金 ３２，１６２千円 ４，６０３千円

２．固定資産除売却損の内容 

固定資産売却損 

土 地 ―千円 ２８，５１１千円

固定資産除却損 

機械装置及び運搬具 ―千円 ７３５千円

 その他 ―千円 ３７千円

 計 ―千円 ７７３千円

３．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を認識しました。 

用途 種類 場所 減損損失 

白浜養魚場 建物、構築物、 和歌山県西牟婁郡白浜町 

 土地、借地権等  １５６，５８１千円

となみ野ミルズ 建物、構築物等 富山県砺波市 ２６６，８６２千円

当社は、事業の種類別セグメントを主な基準に、独立の最小のキャシュ・フローの単位

に基づき、資産をグループ化して減損の検討を行っております。 

その結果、上記資産グループについては、ここ数年継続的に経常損失を計上しており、

今後も経常的な損失が予想されるため、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失 423,444 千円として特別損失に計上しております。減損損失の内訳

は、白浜養魚場 156,581 千円（建物 20,951 千円、構築物 35,607 千円、機械装置 5,728 千

円、土地 56,390 千円、その他 1,298 千円及び無形固定資産 36,604 千円）、となみ野ミル

ズ 266,862 千円（建物 245,458 千円、構築物 20,153 千円、機械装置 69 千円及びその他 1,180

千円）であります。 

なお、上記資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として

不動産鑑定評価額によっております。 

 

Ⅳ．リース取引関係 

 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(借手側) 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額  
 当    期 前    期 

区 分 

有形固定資産  

その他  

（ 工 具 器 具 備 品 ）

無形固定資産

(ｿﾌﾄｳｪｱ)
合   計

有形固定資産  

その他  

（ 工 具 器 具 備 品 ）

無形固定資産 

(ｿﾌﾄｳｪｱ) 
合   計

取得価額相当額 21,668 千円 2,400 千円 24,068 千円 20,237 千円 2,400 千円 22,637 千円

減価償却累計額相当額 16,681 千円 1,880 千円 18,561 千円 12,996 千円 1,400 千円 14,396 千円

期末残高相当額 4,987 千円 520 千円 5,507 千円 7,240 千円 1,000 千円 8,240 千円

  

②未経過リース料期末残高相当額 当    期 前    期

一 年 以 内 ３，３５３千円 ４，４００千円

一 年 超 ２，３４０千円 ４，２７９千円

合 計 ５，６９４千円 ８，６７９千円

③支払リース料等 当    期 前    期

(1)支払リース料 ４，６７８千円 ４，４４４千円

(2)減価償却費相当額 ４，３４８千円 ３，６３９千円

(3)支払利息相当額 １８０千円 ２７７千円
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④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 
 
２．オペレーティング・リース取引 

 （借手側） 
未経過リース料期末残高相当額 当    期 前    期

 一 年 以 内 ２，９５５千円 ３，５８７千円

 一 年 超 ７，２１５千円 １０，５９６千円

 合 計 １０，１７１千円 １４，１８３千円

 

Ⅴ．税効果会計関係 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部) 

繰延税金資産 当    期 前    期

賞与引当金 １１，３３６千円 ８，４８４千円

その他     ７，３１３千円     ３，４９４千円

計    １８，６４９千円    １１，９７８千円

(固定の部) 

繰延税金資産 当    期 前    期

貸倒引当金 ４２，６７５千円 ４１，５９９千円

ゴルフ会員権等 １６，２３８千円 １６，２３８千円

減損損失累計額 １６０，８１０千円 ―千円

退職給付引当金 ７０，３７５千円 ８４，３４７千円

その他        ５，５９３千円    １４，０４８千円

小計 ２９５，６９３千円 １５６，２３３千円

評価性引当額  △１６５，７９８千円               ―千円

計    １２９，８９５千円   １５６，２３３千円

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 １３０，１６６千円 １３８，９０８千円

その他有価証券評価差額金     ４，２２８千円     １，８０７千円

計   １３４，３９４千円   １４０，７１６千円

繰延税金資産の純額         ―千円    １５，５１７千円

繰延税金負債の純額     ４，４９９千円         ―千円

   の 5/ 
2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異原因の内訳  
 (当  期)  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百
分の五以下であるため、注記を省略しております。  

 
 (前  期)  

法定実効税率  

（調整）  40.4％

交際費等永久に損金に算入されない項目 32.7％

住民税均等割  34.7％

その他  △ 11.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 96.2％
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役  員  の  異  動  

（平成 18 年 6 月 29 日付予定）  
 

（１）代表者の異動  

 

該当事項はありません。  

 

（２）取締役の異動  

①新任取締役候補者  

    取締役総務部長  道本  清春  （現  総務部長）  

 

       以  上  


